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① 定数定率ＤＢ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準システムマニュアルの「データセットアップガイド」に追加する内容を記載する。 

  ※ 保険料試算情報（業務コード：KB、種別コード 00005）についても改修予定 
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既存テーブル（保険料率情報） 

 

設定項目 属性 桁数 設定値 

市区町村コード 数字 3 市区町村コード 

不均一賦課地区コード 数字 10 市区町村で定めた値 

業務コード    (変更不可) 英字 2 KB 

種別コード    (変更不可) 数字 5 00001 

定数定率使用開始年月日 数字 8 20080000（相当年度＋固定 0000） 

項目テーブルデータ 英数 900  

項目テーブルデータ説明 漢字 60 保険料率情報 

定数・定率詳細仕様 

１．市区町村コード、不均一賦課地域コード 

１．１ 離島等による不均一賦課の場合、市区町村コード・不均一賦課地区コード共に設定する。 

１．２ 保険料の乖離地区による不均一賦課の場合、市区町村コードを設定し、不均一賦課地区コードゼロ

で設定する。 

１．３ 広域連合としての保険料率の場合、市区町村コード・不均一賦課地区コード共にゼロで設定する。

不均一賦課を行う、市区町村・地域の登録を行い、全ての市区町村コード・不均一賦課地区コードを設定す

る必要はない。当該データの市区町村コード・不均一賦課地区コードが定数定率に無い場合、１．３の情報

を取得する。 

２．定数定率使用開始年月日 

  平成１９年度から使用開始 

３ ．項目テーブルデータの設定内容 

開始項目

連番 項目名 属性 桁数

内小数

桁数 位置 設定値の例 項目説明 

1 所得割率 9 13 2 1 0000000000840保険料率を指定。単位は百分率 

2 均等割額 9 13   14 0000000021000単位円 

3 均等割７割減額 9 13   27 0000000014700単位円 

4 均等割５割減額 9 13   40 0000000010500単位円 

5 均等割２割減額 9 13   53 0000000004200単位円 

6 賦課限度額 9 13   66 0000000500000年保険料限度額 単位円 

7 ７割軽減基準額 9 13   79 0000000330000７割軽減の基準額 単位円 

8 ５割軽減基準額 9 13   92 0000000245000５割軽減の基準額 単位円 

9 ２割軽減基準額 9 13   105 0000000350000２割軽減の基準額 単位円 

10 基礎控除額 9 13   118 0000000330000単位円 

11 公的年金等所得控除額 9 13   131 0000000000000単位円 

12 減額用年金控除額 9 13   144 0000000150000単位円 

13 平成 18 年度税制改正用段

階控除額 

9 13   157 0000000000000単位円 

14 保険料凍結用減額 9 13   170 0000000019950単位円 

15 均等割９割減額 9 13   183 0000000018900単位円 
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新設テーブル（所得割減額） 

 

設定項目 属性 桁数 設定値 

市区町村コード 数字 3 固定 000 

不均一賦課地区コード 数字 10 固定 0000000000 

業務コード    (変更不可) 英字 2 KB 

種別コード    (変更不可) 数字 5 00012 

定数定率使用開始年月日 数字 8 20090000（相当年度＋0000） 

項目テーブルデータ 英数 900  

項目テーブルデータ説明 漢字 60 所得割減額 

定数・定率詳細仕様 

１．項目テーブルデータの設定内容 

項目 

連番 項目名 属性 桁数

内小数

桁数 開始 設定値の例 項目説明 

1 旧ただし書所得① 9 13   1 0000000580000 設定値以下を軽減該当と判定 

する 

2 所得割減額率① 9 3 2 14 050 減額する率 

3 所得割減額区分コード① X 1   17 1 所得割減額区分コードの値 

を設定。（変更不可） 

4 旧ただし書所得② 9 13   18 9999999999999 （変更不可） 

5 所得割減額率② 9 3 2 31 000 （変更不可） 

6 所得割減額区分コード② 

 

X 1   34 0 （変更不可） 
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標準システム設計書の「コード設計書」に追加する内容を記載する。

② 賦課業務コード
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既存コード　減額区分コード（ＫＢ００１）

コ ー ド 名 称 減額区分コード 桁   数 １

項番 コ ー ド 記 号 意            味 備    考

1 非該当 非該当

2 ７割 ７割

3 ５割 ５割

4 3 ２割 ２割

5 4 ５割（被扶養） ５割（被）

6 5 ７割（被扶養） ７割（被）

7 6 ９割 ９割

8 7 ９割（被扶養） ９割（被）

2

△

1
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新設コード　所得割減額区分コード（ＫＢ０３８）

コ ー ド 名 称 所得割減額区分コード 桁   数 1

項番 コ ー ド 記 号 意            味 備    考

1

2

0 非該当

1 ５割軽減該当
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③ 保険料情報 IF ファイル 
 

  

（№22：減額区分） 

コード「４：９割」を追加 

（№23：軽減額） 

項目名を「均等割軽減額」に変更 

（№25：年保険料額） 

内容欄の算出式を変更 

（№31：減額区分２） 

コード「４：９割」を追加 

（№32：軽減額２） 

項目名を「均等割軽減額２」に変更 

（№34：年保険料額２） 

内容欄の算出式を変更 

（№47：軽減額（変更前）） 

    項目名を「均等割軽減額（変更前）」に変更 

（№56：軽減額２（変更前）） 

項目名を「均等割軽減額２（変更前）」に変更 

（№65：所得割軽減額） 

新規項目追加 

（№66：所得割減額区分） 

新規項目追加 

（№67：所得割軽減額（変更前）） 

新規項目追加 

（№68：所得割減額区分（変更前）） 

新規項目追加 

（№69：予備） 

桁数・バイト数が「80」から「64」に変更 

（注記） 

※１０を追加 

   （その他） 

   ファイル名称に変更はありません。 
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５.１.１  保険料情報 （広域連合→市区町村） 

No. 項目名 属性 桁数
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

区分 

(※１)
備考 

1 相当年度 英数 4 4
相当年度 

◎ 
※３ 

※７ 

2 被保険者番号 英数 8 8
被保険者番号 

◎ ※３ 

※７ 

3 賦課管理番号 英数 2 2

同一年度、同一被保険者の賦課計算

の元となる情報毎に付加する番号。

均一・不均一間の異動および広域外

転出し広域内へ再転入した場合に異

なる番号を付番する。 

◎ ※３ 

※７ 

4 市区町村別保険料 数字 7 7

市区町村が徴収する保険料。 

・確定賦課/異動賦課の場合 

広域内転居をしている被保険者の場

合、市区町村別加入月数で月割後の

額 

・暫定賦課の場合 

暫定徴収額で徴収する額 

No.40 の額×暫定納期数/現年定期

納期数で求めた保険料 

◎ ※７ 

※８ 

5 不均一賦課地区コード 英数 10 10
広域連合の定めた無医地区を特定す

るためのコード 
○  

6 暫定確定賦課フラグ 英数 1 1 1:暫定賦課、2:確定(異動)賦課 ◎ ※７ 

7 申告区分 英数 1 1
1:市区町村民税申告、2:前住地照会、

3:簡易申告、4:未申告 
○  

8 通知書発送要否フラグ 英数 1 1

通知書の発送要否 1:必要、2:不要 

保険料の変更のない広域内転居の場

合「不要」と設定 

◎ ※４ 

※７ 

9 資格取得年月日 英数 8 8 資格取得日 ◎ ※７ 

10 資格喪失年月日 英数 8 8 資格喪失日 ○  

11 広域内転居取得年月日 英数 8 8 広域内転居取得日 ○  

12 広域内転居喪失年月日 英数 8 8 広域内転居喪失日 ○  

13 賦課事由コード 英数 2 2
賦課事由コードを設定 

◎ ※２ 

※７ 

14 賦課事由 漢字 100 200 賦課事由を漢字で設定 ◎ ※７ 

15 賦課決定年月日 英数 8 8 賦課を決定した年月日 ◎ ※７ 

16 所得割率 英数 4 4 99.99%で指定 ○  

17 
賦課のもととなる所得

金額 数字 11 11
所得割課税標準額 

○  

18 所得割額 数字 11 11 所得割額 ○  

19 均等割額 数字 7 7 均等割額 ○  

20 算出額 数字 11 11 所得割額＋均等割額 ○  

21 賦課期日 英数 8 8
賦課開始年月日。賦課計算の元とな

る情報毎に設定する。 
◎ ※７ 

22 減額区分 英数 1 1
1:７割、2:５割、3:２割、4:９割、

0:非該当 
○ ※９ 
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No. 項目名 属性 桁数
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

区分 

(※１)
備考 

23 均等割軽減額 数字 7 7

減額した額 

被扶養者に係る軽減終了年度におい

ては、被扶養者に係る軽減が適用さ

れないものとして算出した年間軽減

額 

○  

24 限度超過額 数字 11 11 限度超過した額 ○  

25 年保険料額 数字 7 7

月割前の保険料 

算出額－限度超過額－均等割軽減額

－所得割軽減額（平成２１年度以降） 

被扶養者に係る軽減終了年度におい

ては、被扶養者に係る軽減が適用さ

れないものとして算出した年保険料

額 

○  

26 月数 英数 2 2

賦課の対象となる年間の有資格月数 

被扶養者に係る軽減終了年度におい

ては、被扶養者に係る軽減が適用さ

れない月数 

○  

27 月割減額 数字 7 7 年保険料額から月割後、減となる額 ○  

28 特別軽減区分 英数 1 1
被用者保険の被扶養者に係る軽減の

区分 1:該当、2:非該当 
○  

29 月別資格情報 英数 12 12

月毎資格有無情報 

資格有を 1、資格無を 0、資格有（他

市区町村）を 2として 1バイト目を

4月、4月～３月までの月別情報を 1

バイトずつ設定する。 

例）7月 15 日に広域内転出入（Ａ市

→Ｂ市）し、10 月 15 日に広域外転

出（Ｂ市から転出）により喪失した

被保険者の場合、Ａ市に送付する情

報は 111222000000 を設定する 

○  

30 賦課期日２ 英数 8 8
賦課開始年月日。賦課計算の元とな

る情報毎に設定する。 
○ ※５ 

31 減額区分２ 英数 1 1 1:７割、2:５割、4:９割 ○ ※５ 

32 均等割軽減額２ 数字 7 7

減額した額 

被扶養者に係る軽減終了年度におい

て、被扶養者に係る軽減が年間を通

じて適用されるものとして算出した

年間軽減額 

○ ※５ 

33 限度超過額２ 数字 11 11 限度超過した額 ○ ※５ 

34 年保険料額２ 数字 7 7

月割前の保険料 

算出額－限度超過額－均等割軽減額

－所得割軽減額（平成２１年度以降） 

被扶養者に係る軽減終了年度におい

て、被扶養者に係る軽減が年間を通

じて適用されるものとして算出した

保険料額 

○ ※５ 

35 月数２ 英数 2 2

賦課の対象となる年間の有資格月数 

被扶養者に係る軽減終了年度におい

て、被扶養者に係る軽減が適用され

る月数 

○ ※５ 
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No. 項目名 属性 桁数
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

区分 

(※１)
備考 

36 月割減額２ 数字 7 7
年保険料額２から月割後、減となる

額 
○ ※５ 

37 特別軽減区分２ 英数 1 1
被用者保険の被扶養者に係る軽減の

区分 1:該当固定 
○ ※５ 

38 月別資格情報２ 英数 12 12

月毎資格有無情報 

資格有を 1、資格無を 0、資格有（他

市区町村）を 2として 1バイト目を

4月、4月～３月までの月別情報を 1

バイトずつ設定する。 

例）111100000000 

平成 20 年 8月 15 日に資格取得した

被保険者（被用者保険の被扶養者に

係る軽減が平成22年7月まで適用さ

れる場合）の平成 22 年度における設

定例 

○ ※５ 

39 減免額 数字 7 7 減免額 ○  

40 後期高齢者医療保険料 数字 7 7

・確定賦課の場合 

年間保険料額（年保険料額 1＋ 
年保険料額 2－月割減額１－月割減

額２） 

賦課計算の元となる情報毎の保険

料。被保険者が広域連合に納める保

険料額。被保険者が広域内転居をし

ていない場合且つ保険料減免してい

ない場合、市区町村別保険料と同一

の金額。 

・暫定賦課の場合 

前年度年間保険料 

◎ ※７ 

41 
賦課のもととなる所得

金額（変更前） 数字 11 11
No１７の変更前 

○ ※６ 

42 所得割額（変更前） 数字 11 11 No１８の変更前 ○ ※６ 
43 均等割額（変更前） 数字 7 7 No１９の変更前 ○ ※６ 
44 算出額（変更前） 数字 11 11 No２０の変更前 ○ ※６ 
45 賦課期日（変更前） 英数 8 8 No２１の変更前 ○ ※６ 

46 減額区分（変更前） 英数 1 1
No２２の変更前 

○ ※６ 

※９ 
47 均等割軽減額（変更前） 数字 7 7 No２３の変更前 ○ ※６ 
48 限度超過額（変更前） 数字 11 11 No２４の変更前 ○ ※６ 
49 年保険料額（変更前） 数字 7 7 No２５の変更前 ○ ※６ 
50 月数（変更前） 英数 2 2 No２６の変更前 ○ ※６ 
51 月割減額（変更前） 数字 7 7 No２７の変更前 ○ ※６ 
52 特別軽減区分（変更前） 英数 1 1 No２８の変更前 ○ ※６ 
53 月別資格情報（変更前） 英数 12 12 No２９の変更前 ○ ※６ 
54 賦課期日２（変更前） 英数 8 8 No３０の変更前 ○ ※５※６

55 減額区分２（変更前） 英数 1 1 No３１の変更前 ○ ※５※６
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No. 項目名 属性 桁数
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

区分 

(※１)
備考 

56 
均等割軽減額２（変更

前） 数字 7 7
No３２の変更前 

○ ※５※６

57 限度超過額２（変更前） 数字 11 11 No３３の変更前 ○ ※５※６

58 年保険料額２（変更前） 数字 7 7 No３４の変更前 ○ ※５※６

59 月数２（変更前） 英数 2 2 No３５の変更前 ○ ※５※６

60 月割減額２（変更前） 数字 7 7 No３６の変更前 ○ ※５※６

61 
特別軽減区分２（変更

前） 英数 1 1
No３７の変更前 

○ ※５※６

62 
月別資格情報２（変更

前） 英数 12 12
No３８の変更前 

○ ※５※６

63 減免額（変更前） 数字 7 7 No３９の変更前 ○ ※６ 

64 
後期高齢者医療保険料

（変更前） 数字 7 7
No４０の変更前 

○ ※６ 

65 所得割軽減額 数字 7 7

減額した額 

被扶養者に係る軽減終了年度におい

ては、被扶養者に係る軽減が適用さ

れないものとして算出した年間軽減

額 

○ ※１０ 

66 所得割減額区分 英数 1 1 0：非該当、1:該当 ○ ※１０ 

67 所得割軽減額（変更前） 数字 7 7
No６５の変更前 

○ ※６ 

※１０ 

68 
所得割減額区分（変更

前） 英数 1 1
No６６の変更前 

○ ※１０ 

69 予備 英数 64 64    

※１ 必須区分(◎：必須、○：パターン毎に必須、△：任意設定、空白：スペース)  

※２  00 決定、01 広域外からの転入、02 年齢到達、03 生活保護廃止、09 その他取得、11 広域外転出、12 死亡、 

13 資格取消、14 生活保護開始、19 その他喪失、21 転居日変更、22 資格喪失日変更、 

31 被用者保険被扶養者軽減認定、32 被用者保険被扶養者軽減認定取消、51 広域内転居（均一賦課異動）、

52 広域内転居（不均一賦課異動）､61 減免決定、62 減免取消、63 所得の変更、64 所得の判明、 

99 賦課期日/地区変更による賦課取消 

※３ 相当年度、被保険者番号、賦課管理番号毎に市区町村別保険料の値を市区町村にて期割する。確定賦課後

に既送付分と上記情報が全て同じ値の情報が送信された場合は、市区町村別保険料の差分により市区町村

にて判断して期割を実施し、必要があれば納付書の再発行または、新規発行を行う。 

    （例）現年定期に未到来期があり、差分が増額となる場合 

差分を加算した納付書を再発行する。(例) 現年定期に未到来期があり、差分が減額となる場合 

未到来期の期割額を減額して市区町村別保険料が期割合計額となるよう納付書を再発行する。 

減額しきれない場合は既徴収済額を還付する。 

    （例）未到来期がなく、差分が増額となる場合 

      随時期の差額分の納付書を発行する。（賦課年度は市区町村で決定する） 

    （例）未到来期がなく、差分が減額となる場合 

還付、充当の処理を行う。 

※４ 納付書と同時に各市区町村にて賦課決定通知書を作成する運用を行う場合、通知書を発行するか否かの判

断に使用する。広域連合にて、年間保険料の賦課を決定、更正する場合のみ「要」が設定される。従って、

以下の条件の場合、保険料情報は送信されるが、該当項目は｢不要｣が設定される。 

（１） 広域内の均一地区間の異動を行った場合（年間保険料に変更なし） 

（２） 広域内の異動を行った後、保険料に更正があった場合の従前市区町村（通知書発送は現住所/域内

最終住所地のため） 

※５ 被用者保険の被扶養者に係る5割軽減の終了年度においては、賦課計算の元となる情報が同一年度に２件、

2年間を経過する月の前後に発生する。本項目には、この終了年度のみ、被用者保険の被扶養者に係る軽減

の適用期間についての情報を設定する。対象者ではない場合は、数字属性はゼロ、英数・漢字属性は空白

を設定する。 
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賦課決定通知書はそれぞれの賦課計算の元となる情報にあわせ 2件出力するか、2段に出力する様式を用意

するかは、広域連合毎（出力を市区町村が行う場合は市区町村毎）任意とする。 

※６ 異動賦課を実施し、通知書発送要否フラグが不要・必要にかかわらず、決定通知書を送付済の被保険者な

らば設定する。保険料決定時には数字属性はゼロ、英数・漢字属性は空白を設定する。 

※７ 暫定賦課の保険料情報のときには該当項目のみ設定される。 

※８ 暫定賦課の対象者のうち、６月あるいは８月から特別徴収の仮徴収を開始する場合は、市区町村において 

暫定賦課額の変更を行い、変更結果は期割の変更情報として広域連合に送付する。 
※９ 平成２０年度においての被用者保険の被扶養者の場合、特別措置を対応しない前提で判定した結果の減額

区分が設定される。ただし、軽減額については、特別措置後の軽減額（保険料凍結に係る算定結果として

の軽減額）で設定される。 
 
※１０ 平成２１年度確定賦課以降の保険料情報ファイルからの追加項目である。平成２１年度の確

定賦課以降に送付される相当年度が２００８年度のデータについては、数字属性はゼロ、英数

属性は空白とする。 
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④ 画面レイアウト

標準システムの画面レイアウトについて、追加・変更する箇所を記載する。
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○試算設定入力画面
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○保険料即時更正画面
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○賦課帳票発行画面
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○賦課照会/保険料台帳画面
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○賦課照会/世帯所得画面
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○仮計算画面
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⑤ 帳票・外部ファイルレイアウト

標準システム仕様書「別添7帳票・外部ファイル仕様」に掲載しているファイルのうち、追加・変更する箇所を記載する。
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項番 日本語名称（項目名称）
 再 1)
 定
 義

レベル データ名（記号項目名称）
2)

属性(T)
３）
長さ

反復
回数

開始
位置

4)
Ａ         4)   Ａ：編集文字列（Ｚ）、初期値（Ｖ）、値（Ｖ）、               備考(*)    ほか

75 所得割軽減額 05 STWR_KGGK 9 12 649 ←項目追加

76 軽減(人数)(9割軽減) 05 KGN_NNSU6 9 7 661 ←項目追加

77 軽減(人数割合)(9割軽減) 05 KGN_NNSU_WARIAI6 X 6 668 ←項目追加

78 軽減(金額)(9割軽減) 05 KGN_KGK6 9 12 674 ←項目追加

79 軽減(金額割合)(9割軽減) 05 KGN_KGK_WARIAI6 X 6 686 ←項目追加

80 軽減(人数)(9割軽減(扶)) 05 KGN_NNSU7 9 7 692 ←項目追加

81
軽減(人数割合)(9割軽減
(扶))

05 KGN_NNSU_WARIAI7 X 6 699 ←項目追加

82 軽減(金額)(9割軽減(扶)) 05 KGN_KGK7 9 12 705 ←項目追加

83
軽減(金額割合)(9割軽減
(扶))

05 KGN_KGK_WARIAI7 X 6 717 ←項目追加

80 軽減(人数)(7割軽減(扶)) 05 KGN_NNSU8 9 7 723 ←項目追加

81
軽減(人数割合)(7割軽減
(扶))

05 KGN_NNSU_WARIAI8 X 6 730 ←項目追加

82 軽減(金額)(7割軽減(扶)) 05 KGN_KGK8 9 12 736 ←項目追加

83
軽減(金額割合)(7割軽減
(扶))

05 KGN_KGK_WARIAI8 X 6 748 ←項目追加

84 軽減(人数)(被扶養者) 05 KGN_NNSU9 9 7 754 ←項目追加

85 軽減(人数割合)(被扶養者) 05 KGN_NNSU_WARIAI9 X 6 761 ←項目追加

86 軽減(金額)(被扶養者) 05 KGN_KGK9 9 12 767 ←項目追加

87 軽減(金額割合)(被扶養者) 05 KGN_KGK_WARIAI9 X 6 779 ←項目追加

項番 日本語名称（項目名称）
 再 1)
 定
 義

レベル データ名（記号項目名称）
2)

属性(T)
３）
長さ

反復
回数

開始
位置

4)
Ａ         4)   Ａ：編集文字列（Ｚ）、初期値（Ｖ）、値（Ｖ）、               備考(*)    ほか

40 均等割軽減総額 05 GNGK_SOGK 9 13 279 ←日本語名称変更

42 所得割軽減総額 05 STW_GNGK_SOGK 9 13 305 ←項目追加

保険料率試算結果

ファイル名称

KB03F910N

ファイルＩＤ

総括表・内訳表

ファイル名称

KB06F910N

ファイルＩＤ
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項番 日本語名称（項目名称）
 再 1)
 定
 義

レベル データ名（記号項目名称）
2)

属性(T)
３）
長さ

反復
回数

開始
位置

4)
Ａ         4)   Ａ：編集文字列（Ｚ）、初期値（Ｖ）、値（Ｖ）、               備考(*)    ほか

20 減額判定所得（９割） 03 GNGK_TSY_SO_SYTK_9WR 9 13 68 ←項目追加

項番 日本語名称（項目名称）
 再 1)
 定
 義

レベル データ名（記号項目名称）
2)

属性(T)
３）
長さ

反復
回数

開始
位置

4)
Ａ         4)   Ａ：編集文字列（Ｚ）、初期値（Ｖ）、値（Ｖ）、               備考(*)    ほか

10 住所 05 HHS_ADDR_KJ N 20 65 ←※帳票上は削除を検討していますが、外部ファイルでは残ります。

16 旧ただし書き所得 05 OLD_TDS_SYTK 9 13 157 ←項目追加

17 減額対象総所得額（９割） 05 GNGK_TSY_SO_SYTK 9 13 170 ←項目追加

18 被保数 05 HHKS_SU 9 2 183 ←項目追加

19 被保数（主を除く） 05 HHKS_SU_N 9 2 185 ←項目追加

20 所得割軽減区分 05 STWR_KG_KBN X 1 187 ←項目追加

項番 日本語名称（項目名称）
 再 1)
 定
 義

レベル データ名（記号項目名称）
2)

属性(T)
３）
長さ

反復
回数

開始
位置

4)
Ａ         4)   Ａ：編集文字列（Ｚ）、初期値（Ｖ）、値（Ｖ）、               備考(*)    ほか

82 均等割軽減額 09 KGN_GK 9 6 1084 ←日本語名称変更

99 所得割軽減額 05 STK_KGN_GK 9 6 4 1515 ←項目追加

100 減額対象所得（９割） 05 GNGK_TSY_SO_SYTK 9 10 1521 ←項目追加

101 低Ⅰ低Ⅱ判定額 05 T1T2_HNTI_SYTK 9 10 4 1527 ←項目追加

試算ＣＳＶファイル

ファイル名称

KB04F001T

ファイルＩＤ

軽減該当者一覧表

ファイル名称

KB06F930N

ファイルＩＤ

保険料台帳

ファイル名称

KB06F980N

ファイルＩＤ
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項番 日本語名称（項目名称）
 再 1)
 定
 義

レベル データ名（記号項目名称）
2)

属性(T)
３）
長さ

反復
回数

開始
位置

4)
Ａ         4)   Ａ：編集文字列（Ｚ）、初期値（Ｖ）、値（Ｖ）、               備考(*)    ほか

35 均等割軽減額(変更前) 05 M_KTWR_GNGK 9 6 917 ←日本語名称変更

46 均等割軽減額(変更後) 05 A_KTWR_GNGK 9 6 994 ←日本語名称変更

98 所得割軽減額（変更前） 05 HK_M_STWR_KGGK 9 13 1430 ←項目追加

99 所得割軽減額（変更後） 05 HK_A_STWR_KGGK 9 13 1443 ←項目追加

100 ９割均等割額 05 TEI_KNTWR_GK4 9 6 1456 ←項目追加

項番 日本語名称（項目名称）
 再 1)
 定
 義

レベル データ名（記号項目名称）
2)

属性(T)
３）
長さ

反復
回数

開始
位置

4)
Ａ         4)   Ａ：編集文字列（Ｚ）、初期値（Ｖ）、値（Ｖ）、               備考(*)    ほか

19 ９割軽減対象者数 05 KGN9_SU 9 7 166 ←項目追加

20 ９割軽減額 05 KGN9_GK 9 13 173 ←項目追加

21 所得割軽減対象者数 05 KGNS_SU 9 7 186 ←項目追加

22 所得割軽減額 05 KGNS_GK 9 13 193 ←項目追加

※財源については、未定

項番 日本語名称（項目名称）
 再 1)
 定
 義

レベル データ名（記号項目名称）
2)

属性(T)
３）
長さ

反復
回数

開始
位置

4)
Ａ         4)   Ａ：編集文字列（Ｚ）、初期値（Ｖ）、値（Ｖ）、               備考(*)    ほか

5 年度（元号） 05 SOTND_GNGO N 2 29 ←項目追加

6 年度 05 SOTND_YY 9 2 33 ←項目追加

※ 平成20年11月27日リリースのK01-03qにて、「減額分集計結果表」からファイル名称変更

決定通知書

ファイル名称

KB06F810N

ファイルＩＤ

市区町村別軽減額集計表

ファイル名称

KB10F910N

ファイルＩＤ

軽減額集計表（その１）

ファイル名称

KB12F920N

ファイルＩＤ
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⑥ 帳票レイアウト

標準システム仕様書「別添３帳票例」に掲載している様式のうち、追加・変更を検討して
いる箇所について、平成20年度のレイアウトで修正案を記載する。
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 【修正案】
 ＊　低所得者に対する軽減

  　　　　次に該当する世帯の被保険者は、下記の保険料額が軽減されます。
 　　　　総所得金額等が33万円以下　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 均等割額・・・　　　7XXXXXX 円

　　　　　内、世帯内の被保険者全員が年金収入80万円以下（その他各種所得がない）【※】 均等割額・・・　　　7XXXXXX 円
　　　　総所得金額等が33万円 + { 24.5万円 × 被保険者数（世帯主を除く）} 以下 均等割額・・・　　　7XXXXXX 円
　　　　総所得金額等が33万円 + { 35万円 × 被保険者数 } 以下 均等割額・・・　　　7XXXXXX 円
　　　　賦課のもととなる所得金額が58万円以下【※】 所得割額・・・　　　5割軽減

【※】については、平成21年度以降で適用されます。

「均等割軽減額」
項目名変更
「所得割軽減額」
項目追加
 平成20年度の場合「*」埋めする

９割軽減の説明を追加
所得割軽減の説明も追加
※以下に修正案を記載

平成２１年度以降は削除

相当年度により計算値を変更
　平成20年度　：　19/20
　平成21年度　：　9/10
　平成22年度　：　1/2

「均等割軽減額」
項目名変更
「所得割軽減額」
項目追加
 平成20年度の場合「*」埋めする

27



 【修正案】
 ＊　低所得者に対する軽減

  　　　　次に該当する世帯の被保険者は、下記の保険料額が軽減されます。
 　　　　総所得金額等が33万円以下　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 均等割額・・・　　　7XXXXXX 円

　　　　　内、世帯内の被保険者全員が年金収入80万円以下（その他各種所得がない）【※】 均等割額・・・　　　7XXXXXX 円
　　　　総所得金額等が33万円 + { 24.5万円 × 被保険者数（世帯主を除く）} 以下 均等割額・・・　　　7XXXXXX 円
　　　　総所得金額等が33万円 + { 35万円 × 被保険者数 } 以下 均等割額・・・　　　7XXXXXX 円
　　　　賦課のもととなる所得金額が58万円以下【※】 所得割額・・・　　　5割軽減

【※】については、平成21年度以降で適用されます。

「均等割軽減額」
項目名変更
「所得割軽減額」
項目追加
 平成20年度の場合「*」埋めする

９割軽減の説明を追加
所得割軽減の説明も追加
 ※以下に修正案を記載

相当年度により計算値を変更
　平成20年度　：　19/20
　平成21年度　：　9/10
　平成22年度　：　1/2

平成２１年度以降は削除
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「減額対象総所得額（９割）」
項目追加

「低Ⅰ低Ⅱ判定額」
項目追加

「均等割軽減額」
　項目名変更
「所得割軽減額」
　項目追加
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「減額対象総所得額（９割）」
項目追加

「低Ⅰ低Ⅱ判定額」
項目追加

「均等割軽減額」
　項目名変更
「所得割軽減額」
　項目追加
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軽
減

（
円

）
」

　
項

目
名

変
更

「
所

得
割

軽
減

（
円

）
」

　
項

目
追

加
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以
下

の
6
項

目
追

加
「
旧

た
だ

し
書

き
所

得
」

　
→

全
員

出
力

「
減

額
対

象
総

所
得

額
(9

割
)」

　
→

7
・
9
割

軽
減

該
当

者
の

み
出

力
「
被

保
数

」
　

→
全

員
出

力
（
2
割

軽
減

参
考

情
報

）
「
被

保
数

（
主

を
除

く
）
」

　
→

全
員

出
力

（
5
割

軽
減

参
考

情
報

）
「
所

得
割

軽
減

区
分

」
　

→
全

員
出

力
「
所

得
割

軽
減

額
」

　
→

全
員

出
力

※
出

力
サ

イ
ズ

を
Ａ

３
と

す
る

。
Ａ

３
に

拡
張

し
て

も
追

加
で

き
な

い
場

合
、

「
住

所
」
項

目
を

削
除

す
る

。

「
均

等
割

軽
減

区
分

」
「
均

等
割

軽
減

額
」

　
項

目
名

変
更
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「
均

等
割

軽
減

総
額

」
　

項
目

名
変

更
「
所

得
割

軽
減

総
額

」
　

項
目

追
加
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平成20年度、21年度をパラメータ
の選択により表示する。
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「
9
割

軽
減

/
対

象
者

数
」

「
9
割

軽
減

/
軽

減
額

」
「
所

得
割

軽
減

/
対

象
者

数
」

「
所

得
割

軽
減

/
軽

減
額

」
　

項
目

追
加
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